
1‌ 開発協力（ODA等）

（1）開発協力大綱とODAの戦略的活用

日本が1954年に政府開発援助（ODA）1を
開始してから60年以上が経過した。ODAを
含む日本の開発協力政策は、長きにわたり国際
社会の平和と安定及び繁栄、ひいては日本自身
の国益の確保に大きく貢献してきた。

一方、世界が直面する課題は多様化・複雑化
し、グローバル化の進展とも相まって、国境を
越えて広範化している。さらに、昨今のODA
以外の公的・民間資金や新興国による支援の役
割の増大を踏まえ、先進国のみならず開発途上
国を含む各国の知恵や行動、中央政府以外の多
様な力（企業、地方自治体、NGOなど）を結
集することが一層重要となっている。この新た
な時代に、日本が平和国家としての歩みを堅持
しつつ、開発協力を国際協調主義に基づく「積
極的平和主義」の一環と位置付け、ODAを戦
略的に活用して開発課題や人権問題に対処して
いくことは、日本の国益の確保にとって不可欠
となっている。こうした認識に基づき策定され
た開発協力大綱（2015年2月閣議決定）の下、
先進国を含む国際社会全体の開発目標である

「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に向け
た取組を着実に実施していく必要がある。また、

1	 日本の国際協力については、『開発協力白書　日本の国際協力』参照

2018年に河野外務大臣の下で開催されたODA
に関する有識者懇談会による提言も踏まえて、
NGO、民間企業を始めとする多様な主体が、
開発課題の解決に一層取り組んでいけるよう、
ODAの実施の在り方についても不断に検討し
ていく必要がある。さらに、現地で国際協力に
携わる日本人の安全を確保すべく、万全の態勢
を構築することが引き続き不可欠である。

日本にとって開発協力は外交政策の最も重要
な手段の一つであり、特に、2018年には「自
由で開かれたインド太平洋」の維持・促進に向
けた各国とのODAを活用した連携が進展し、
9月の日米首脳会談、10月の日印首脳会談の
機会に具体的な協力の例が示された。また、ア
ジアを中心に膨大なインフラ需要が存在する中、
インフラの整備に当たっては、2016年5月の
G7伊勢志摩サミットで採択された「質の高い
インフラ投資の推進のためのG7伊勢志摩原則」
に含まれる、ライフサイクルコストから見た経
済性や被援助国の債務持続可能性等の諸要素に
加え、インフラの開放性や透明性等を確保し、
これらの国際スタンダード化を目指すことが不
可欠である。日本は、ODAも積極的に活用し
ながら質の高いインフラの整備を行う中で、引
き続き国際社会の平和と繁栄に貢献していく。

また、開発途上国の発展を通じて日本経済の
活性化を図り、共に成長していくことも重要な
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国益である。「未来投資戦略2018」（2018年6
月改訂）や「インフラシステム輸出戦略」（2018
年6月改訂）でも言及されているとおり、日本
企業等の海外展開を一層推進していくため、
ODAを戦略的に活用していく必要がある。

日本のこうした取組は国際社会からも高い評
価と信頼を得ており、日本が世界の責任ある主
要国として国際社会を主導し、日本の国益にか
なった国際環境や国際秩序を確保していくため
にも、今後とも継続・発展させていくことが重
要である。

（2）ODAの現状

ア	2018年度開発協力重点方針
開発協力は、国際協調主義に基づく「積極的

平和主義」の立場から、国際社会の平和と安定
及び繁栄の確保により一層積極的に貢献し、日
本の外交政策を推進していく上で、最も重要な
手段の一つである。開発協力大綱に基づくとと
もに「自由で開かれたインド太平洋」等の外交
政策や持続可能な開発目標（SDGs）及び日本
としてのその実施指針等の方針も踏まえつつ、
戦略的かつ効果的な開発協力を推進するため、
外務省は以下（ア）から（ウ）までを2018年
度の重点と位置付け、様々な主体との連携の強
化を図りつつ取り組んでいる。

（ア）�国際社会の平和・安定・繁栄のための環
境整備及び基本的価値の共有

「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向
けて、法の支配や航行の自由等を確保するた
め、海上保安能力の強化や法制度整備等の分野
で協力を行う。太平洋からインド洋に至る地域
内外の「連結性」を向上させ、地域全体の安定
と繁栄を確保する。人道支援と開発協力の連携
を強化しつつ、平和構築、難民等の支援、テ
ロ・暴力的過激主義対策等の協力を通じ、国際
社会の平和と安定の実現に積極的に貢献する。
また、開発途上国によるテロ対策・治安状況の
改善への協力等を通じて、海外で活躍する日本
人の安全を確保する。

（イ）�SDGs達成に向けたグローバルな課題への
対処と人間の安全保障の推進

SDGsの達成に向け、各国と保健、食料、女
性、教育、防災・津波対策、水・衛生、気候変
動・地球環境問題等の分野において、国家戦略
や計画の策定から個別案件の実施に至るまでの
協力を推進する。特に、日本が課題先進国とし
て培ってきた経験を開発途上国の指導的人材に
共有することを通じて、将来の親日派・知日派
を育成するとともに、国際的な課題に対し、各
国と共に一層戦略的に取り組んでいくことを可
能とする。

（ウ）�開発途上国と共に「質の高い成長」を目
指す経済外交・地方創生への貢献

開発途上国の「質の高い成長」の実現に向け
た協力を行い、その協力を通じて、開発途上国
と共に日本も成長し、日本の地域活性化にも貢
献する。特に、地方自治体や中小企業等の海外
展開の支援や対外直接投資に向けたビジネス環
境整備を行うとともに、省エネインフラ、ICT

（情報通信技術）や次世代自動車など日本が強
みを有する技術・制度・ノウハウ等の日本方式
の普及を含め、「質の高いインフラ」の国際展
開を一層推進する。また、開発途上国の産業人
材育成とそれを通じて築いてきたネットワーク
も最大限活用する。

上記重点（ア）から（ウ）に取り組むに当たっ
ては、二国間協力及び国際機関を通じた協力を
有機的に連携させるとともに、日本の民間企業、
地方自治体、大学・研究機関、NGO・市民社
会組織（CSO）等の参画を得た「日本の顔の見
える協力」を推進する。また、開発途上国を支
援することへの国民の理解を深めるための国内
広報に努めるとともに、開発協力を通して、日
本の魅力や取組を積極的に対外発信する。加え
て、国際協力事業関係者の安全対策を強化する。

イ	国際協力事業関係者の安全対策
2016年7月にバングラデシュの首都ダッカ

で発生した襲撃テロ事件では、ODAに携わっ
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ていた7人の日本人の尊い命が奪われ、1人の
日本人が負傷した。政府は、テロに屈すること
なく、開発途上国を支援し続けていく決意であ
るが、その一方で国際テロ情勢は厳しさを増し
ている。現地で国際協力に携わる日本人の安全
を確保すべく、改めて万全の態勢を構築するこ
とが不可欠となっている。

このような問題意識に立って、外務大臣の下
に「国際協力事業安全対策会議」を発足させ、
多くの関係省庁の参加も得た5回の会合を経
て、2016年8月末に国際協力事業関係者のた
めの新たな安全対策を策定した最終報告を公表
した。最終報告では、①脅威情報の収集・分
析・共有の強化、②事業関係者及びNGOの行
動規範、③ハード・ソフト両面の防護措置、研
修・訓練の強化、④危機発生後の対応及び⑤外
務省・国際協力機構（JICA）の危機管理意識
の向上・態勢の在り方の五つの柱に沿って、外
務省及びJICAが関係者と連携して取り組むべ
き安全対策を示した。以後、外務省とJICAで
これを着実に実施してきている。

日本は責任ある大国として、引き続き国際協
力事業関係者の安全を確保しながら、国際社会
の平和と安定及び繁栄に積極的に貢献していく。

（3）日本の開発協力実績と主な地域への取組

ア	日本のODA実績
2017年の日本のODA2実績は、支出総額

ベースで対前年比9.8％増の約184億6,000
万米ドルとなった。これは経済協力開発機構・
開発援助委員会（OECD／DAC）加盟国中で
は、米国及びドイツに次いで第3位である。ま
た、国際比較において通常用いられている支出
純額ベースでは対前年比10.0％増の約114億
6,000万米ドルとなり、米国、ドイツ及び英
国に次ぐ第4位である。なお、支出純額ベース
での対国民総所得（GNI）比は0.23％となり、
DAC加盟国中第19位となっている。

2	 日本のODAの主な形態としては、二国間の資金贈与である無償資金協力、開発途上地域の開発のための貸付けである有償資金協力、技術協力、国
際機関への拠出・出資等があるが、このうち一番大きな額を占めるのが有償資金協力である。有償資金協力による貸付けは通常、金利と共に返済
が行われている。

イ	主な地域への取組
（ア）東南アジア

東南アジア地域の平和と安定及び繁栄は、同
地域と密接な関係にある日本にとって重要であ
る。日本はこれまで、開発協力を通じ、同地域
の経済成長や「人間の安全保障」を促進するこ
とで、貧困削減を含む様々な開発課題の解決を
後押しし、同地域の発展に貢献してきた。

2017年の二国間ODA総額に占めるアジア
地域の割合は59.7％に上り、その多くが東南
アジア諸国連合（ASEAN）諸国向け支援であ
る。日本は、ASEANが抱える課題の克服や統
合の一層の推進に向けた努力を支援するととも
に、域内連結性強化や産業基盤整備のための質
の高いインフラ整備及び産業人材育成支援を重
視している。例えば、2015年11月の日・
ASEAN首脳会議（マレーシア）で発表した、
3年間で熟練技術者、エンジニア、研究開発人
材等4万人の産業人材の育成を行う「産業人材
育成協力イニシアティブ」に続き、2018年
11月の日・ASEAN首脳会議（シンガポール）
では、次の5年を見据え、「産業人材育成協力
イニシアティブ2.0」として、AI等のデジタル
分野を含め、新たに8万人規模の人材を育成す
る と 発 表 し た。 ま た、 技 術 協 力 を 通 じ て
ASEANの一体性・中心性の強化に貢献するた
め、日・ASEAN外相会議の機会に日ASEAN
技術協力協定の実質合意を確認した。さらに、
自由で開かれた国際秩序を構築するため、日本
のシーレーン上に位置する東南アジア各国に対
し、巡視船や沿岸監視レーダーを始めとする機
材供与、長期専門家派遣による人材育成等を通
じて海上法執行能力構築支援を積極的に実施し
ている。こうした観点から、2017年11月の
東アジア首脳会議（EAS）（フィリピン）で発
表したフィリピン南部及びスールー・セレベス
海の治安改善のため包括的なアプローチによる
2年間で150億円規模の支援を着実に実施して
いる。そのほか、域内及び国内格差是正のため
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の支援や、防災、環境・気候変動、エネルギー
分野等、持続可能な社会の構築のための支援に
ついても着実に実施している。

2018年10月に東京で開催された第10回
日・メコン首脳会議において、3年前の日・メ
コン首脳会議で採択された「新東京戦略2015」
及び「日・メコン連結性イニシアティブ」の成
果を総括しつつ、今後の日・メコン協力の指針

「東京戦略2018」に沿って、メコン地域への協
力を更に進めていくと発表した。日本は「質の
高いインフラ」の推進を含むハード面、デジタ
ル分野での協力を含むソフト面、投資促進や経
済特区の開発を含む産業面の3面からの連結性
の強化を通じ、引き続きメコン地域における

「生きた連結性」の実現に貢献していく。

（イ）南西アジア
南西アジア地域は、東アジア地域と中東地域

を結ぶ海上交通の要衝として戦略的に重要であ
るとともに、インドを始め大きな経済的潜在力
を有する国があり、輸出先・投資先として日本
企業の関心が高まっている。一方、同地域は、
依然としてインフラの未整備や貧困などの課題
を抱えており、日本は、日本企業の投資環境整
備や「人間の安全保障」も念頭に、ODAを通じ、
課題の克服に向けた様々な支援を行っている。

インドに関しては、2018年10月にモディ首
相が訪日した際に、ムンバイ・アーメダバード
間高速鉄道建設やインド北東部での橋

きょう
梁

りょう
建設

等を含む計7件の円借款供与のための書簡の交
換が行われた。また、モディ首相から日本の
ODAへの感謝が表明されるとともに、安倍総
理大臣からは、主要な質の高いインフラ案件と
能力開発を通じたものを含め、インドの社会産
業開発のための取組を引き続き支援していく意
図を表明した。

バングラデシュに関しては、ミャンマー・ラ
カイン州北部からの短期間の大規模な避難民の
流入により、避難民キャンプでの人道状況が悪
化するとともに、周辺のホストコミュニティー
の生活環境にも深刻な影響を及ぼしている。こ
の状況を受けて、日本は、国際機関及びNGO

を通じて、水・衛生、保健・医療、教育や環境
保全といった分野における支援を実施した。そ
の他、「ベンガル湾産業成長地帯（BIG-B）」構
想の下、連結性強化や投資環境の改善等の協力
を積極的に実施している。

スリランカに関しては、3月にシリセーナ大
統領が訪日した際に、安倍総理大臣から、連結
性強化や海洋分野での協力を強化し、港湾、運
輸及びエネルギー等の分野で「質の高いインフ
ラ」整備を通じてスリランカの発展を全力で支
援していくとともに、スリランカの国民生活に
根ざした支援を実施することを表明した。ま
た、高度医療機材等の供与に係る円借款供与の
ための書簡の交換を行った。

（ウ）中央アジア・コーカサス
中央アジア・コーカサス地域は、ロシア、中

国、南アジア、中東及び欧州に囲まれている地
政学的に重要な地域であり、その安定と発展
は、日本を含むユーラシア地域全体の安定と発
展にとっても重要である。日本は、中央アジ
ア・コーカサス地域の「開かれ、安定し、自立
した」発展を支え、地域・国際の平和と安定に
寄与する日本外交を掲げ、アフガニスタンやパ
キスタンなど近接地域を含む広域的な視点も踏
まえつつ、この地域の長期的な安定と持続的発
展のため、人権、民主主義、市場経済、法の支
配といった基本的価値が根付くよう国造りを支
援している。

また、河野外務大臣は、9月にコーカサス3
か国（アルメニア、ジョージア、アゼルバイ

署名式・文書交換式（10月29日、首相官邸　写真提供：内閣広報室）
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運用中の空港ビル建設の円借款プロジェクト引渡式を終えて
日本工営（株）　海外事業本部　交通都市事業部　港湾空港部　高橋正昭

ラオスの首都空港であるビエンチャン・ワッタイ国際
空港において、急激な需要増加に対応するため、2014年
に90.17億円の円借款貸付契約が締結され、国際線旅客
ターミナルビルの拡張、国内線旅客ターミナルビルの新
設及び周辺施設（駐車場、構内道路、誘導路灯）の整備
が開始されました。実施機関はラオスの公共事業運輸省
航空局（DCA）。コンサルタントは、日本工営（株）、（株）
梓設計及びLao Consulting Group。工事請負者は（株）
安藤・間で2015年12月に工事が開始されました。私は、
コンサルタントの幹事会社としてプロジェクトマネー

ジャーとしての役割を担っていました。本工事を行うに当たっては空港運営の継続と同時に、ステー
クホルダーの利便性・効率性・安全性の向上を図りながら慎重に進めていくことを基本方針としまし
た。プロジェクトマネージャーを一言で表現すれば本工事の総監督・プロデューサーです。2017年
後半は工事の最盛期であり、昼夜を問わず、24時間工事が行われ、工事関係者の合計が最大1,200
人にも達しました。既設ビル改修工事では、2階の改修部分から水が漏れ、真下の1階のエアライン
事務所の一部が水浸しになって、工事業者はもとよりコンサルタントも管理責任が問題となるなど、
円滑な工事の実施のため、気の抜けない日々が続きました。地道な工事のコントロールのほかに、コ
ンサルタントのプロジェクトマネージャーとして、要人への説明も大きな仕事の一つでした。主立っ
た要人としては、2018年だけでも河野外務大臣（4月7日）、越川JICA副理事長（5月16日）、そ
して、8月9日に行われた引渡式では、出席された中根外
務副大臣、ソムディー副首相兼財務相、ブンチャン公共
事業運輸相に対して、工事の概要説明を行いました。各
要人から工事の感想を聞け、感謝やねぎらいの言葉をか
けていただいたのが何事にも代えがたいうれしさでした。
今後も当社の更なる海外空港事業拡大に顧客の評価、社
会の評価を上げることに寄与できるように展開していき
たいと思います。

グローバル・スタンダードな国際空港を目指して
Lao-Japan Airport Terminal Services Co.,Ltd （L-JATS）　副社長　林　甲士

ラオスの首都に位置するビエンチャン・ワッタイ国際空港の国際線旅客ターミナルを運営している
L-JATSは、ラオス政府と日本企業の合弁会社として1999年に設立され、約20年にわたり同ターミ
ナルの運営を続けております。この事業は日本企業が取り組む初の海外空港ターミナル運営民営化プ
ロジェクトであり、さらに2019年3月から2029年3月までの10年間の運営契約延長に基本合意
しております。今回の空港拡張プロジェクトは年々増え続けている同空港の旅客の需要増加に対応す
るためのものであり、L-JATSとしてはラオスの首都空港として誇れる立派でかつ快適な国際空港に
するためにも、今後ますますの施設の充実と旅客サービスの向上に努めて参りたいと思います。

具体的には、レストラン/カフェ/バーなどの飲食店、免税店/コンビニ/土産物店などの大規模
なリニューアルや、ラウンジ新設、新たな駐車場整備によるターミナルビル前の混雑の緩和など、
来年に向けて順次取り組んで参ります。近い将来に日本からの直行便が開設され、一日でも早くラ
オス観光の魅力を多くの日本の皆様に知っていただく機会が増えることを願ってやみません。

コラム ワッタイ国際空港　国際線の運営

本事業の工事範囲（赤い点線が工事範囲　2014年）
（写真提供：（株）安藤・間）

引渡式後の現場視察。ソムディー副首相兼財務相に説
明する筆者（写真提供：（株）安藤・間）
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ジャン）を訪問した際、日本がアジアと欧州を
つなぐゲートウェイとして重要な役割を担う
コーカサス地域の自立的な発展のための協力を
進めたいとの考えの下、国造りのための人造り
支援と、インフラ整備やビジネス環境整備を通
じた魅力的なコーカサス造りの支援を柱とする

「コーカサス・イニシアティブ」を発表した。

（エ）中南米
中南米は、日本と長年にわたる友好関係を有

し、約210万人の日系人が在住するなど、歴
史的なつながりが深い。また、資源・食料の一
大供給地域であると同時に、約5兆米ドルを超
える域内総生産を有する有望な新興市場であ
る。一方で、国内における所得格差や農村・山
岳部の貧困などの問題を抱えている国が少なく
ないため、日本は、各国の特殊性も勘案した上
で、様々な協力を行っている。例えば、ボリビ
アとの間では、道路舗装率8.5％の同国におけ
る物流改善のため8月に「オキナワ移住地」道
路整備の無償資金協力の書簡の交換を行った。
エクアドルとの間では、9月、米州開発銀行

（IDB）との再生可能エネルギー及び省エネル
ギー分野向け協調融資（COREスキーム）によ
り、国家送配電網の拡張・増強及び省エネル
ギー促進に係る法的・制度的枠組みの構築等を
支援するためのドル建て借款に関する書簡の交
換を行った。スリナムやセントビンセント及び
グレナディーン諸島との間では、水産業の持続
的な発展に寄与するための水産関連機材の無償
供与の書簡の交換（10月）、パラグアイとの間

では、保健医療サービス向上のための医療機材
の無償供与の書簡の交換（12月）を行った。

また、中南米は、自然災害に対する脆
ぜい

弱
じゃく

性
が高く、その克服のための取組が課題となって
いる。例えば、近年大規模なハリケーン被害に
直面したキューバ及びハイチとの間では、ハリ
ケーン被害からの復興・復旧及び同国の災害対
策能力向上に寄与するべく、それぞれ2月及び
10月に日本で製造された街路・公園等の整備
関連機材の無償供与のための書簡の交換を行っ
た。チリとの間では、防災分野等に関する三角
協力に係る「日本・チリ・パートナーシップ・
プ ロ グ ラ ム（JCPP）2030」 に 基 づ く、

「KIZUNA（キズナ）」プロジェクト（「中南米
防災人材育成拠点化支援プロジェクト」）を通
じ、中南米域内の防災に資する人材育成を目指
している（目標4,000人）。

（オ）中東
地政学的要衝を占める中東・北アフリカ地域

の平和と安定の確保は、日本のエネルギー安全
保障のみならず世界の安定においても重要であ
る。こうした観点から日本は、同地域の平和と
安定に向け、2016年のG7伊勢志摩サミットの
機会に表明した、中東安定化のための総額約60
億米ドルの包括的支援を着実に実施している。

内戦の続くシリアに対し、河野外務大臣は、
9月の国連総会の機会に、シリアの人道危機に
対処するため、約1,000万米ドルの保健分野
強化のための支援を発表したほか、12月には、
国連開発計画（UNDP）を通じた人道的復旧

日・ジョージア外相会談（9月4日、ジョージア・トビリシ） 「中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト」における 
「都市救急救助技術」研修（チリ、写真提供：JICA）
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のための支援を決定した。また、将来のシリア
復興を担う人材を育成するため、2017年以降、
シリア人留学生を57人日本に受け入れている。

多くのシリア難民を受け入れるヨルダンの安
定を支援するため、2018年5月の安倍総理大
臣のヨルダン訪問の機会に、難民の保健衛生環
境改善支援及び廃棄物処理改善のための支援を
表明し、11月のアブドッラー2世・ヨルダン
国王訪日時には、同国の財政状況改善のための
支援の実施に合意した。

日本は、パレスチナの経済・社会の自立化を
目的とし、日本、イスラエル、パレスチナ、ヨ
ルダンの四者協力による「平和と繁栄の回廊」
構想の下、「ジェリコ農産加工団地（JAIP）」の
発展に取り組んでおり、2018年4月に河野外
務大臣の下開催された四者閣僚級会合では、和
平の当事者からこのような取組に高い評価が示
された。また、5月には安倍総理大臣もJAIPを
訪問し、操業する企業の製品等を視察した（特
集「日本のパレスチナ支援（JAIP・CEAPAD）」
124ページ参照）。

中長期的な中東安定化のためには人材育成が
不可欠であり、対中東政策の基本方針である

「河野四箇条」においても、「人」への投資を掲
げている。2018年2月には、エジプトにおい
て日本式教育の導入を推進するための円借款の
供与を決定した。9月以降、日本式教育が導入
されたエジプト・日本学校が新規開校してお
り、このような協力は、10月のシュクリ・エ
ジプト外相訪日時にも高く評価された。

危機が続くイエメンに対しては、国際機関と

連携して、食料援助等の人道支援を実施してい
る。また、日本は、復興に取り組むアフガニス
タンに対して、自立的な経済成長や貧困削減の
ための支援を実施しており、11月に開催され
た「アフガニスタンに関するジュネーブ閣僚級
会合」には、佐藤外務副大臣が出席し、2018
年も農業・灌

かん
漑
がい

支援や保健支援を実施したこと
を紹介しつつ、干ばつ被害に対処するため、新
たに1,300万米ドルの緊急無償資金協力を決
定したと発表した。

（カ）アフリカ
アフリカは、2014年前後の資源価格急落に

よる経済低迷からも徐々に回復し、豊富な天然
資源と急増する人口を背景に、引き続き、潜在
的市場として国際社会の注目と期待を集めてい
る。日本が1993年から四半世紀にわたり取り
組んでいるアフリカ開発会議（TICAD）プロ
セスは、日・アフリカ関係を一層強化するもの
であり、アフリカ諸国から高い評価を得ている。
2016年8月のTICAD Ⅵでは、①経済の多角
化・産業化、② 強

きょう
靱
じん

な保健システム促進及び
③繁栄の共有に向けた社会の安定化の三つを優
先分野として、官民総額300億ドルの未来へ
の投資を発表し、支援の実施を進めている。

例えば、経済の多角化・産業化のための「質
の高いインフラ」投資の観点から、日本は、
TICAD Ⅵで発表した三つの重点地域の一つで
ある西アフリカ「成長の環」広域開発戦略のマ
スタープラン策定を支援し、2018年1月には、
関係国やドナーを集めたセミナーをコートジボ
ワールのアビジャンで開催した。さらに同地域
に対する具体的な支援として、12月には、ア
クフォ＝アド・ガーナ大統領訪日時にガーナの
主要幹線道路改修のための支援に合意したほか、
コートジボワールに対して、アビジャンの交通
円滑化のための支援に合意した。このような西
アフリカ「成長の環」に関する日本の支援につ
いては、11月のカボレ・ブルキナファソ大統
領訪日時に発表された日・ブルキナファソ共同
声明及び12月の日・ガーナ共同声明において
も言及され、その重要性が認識されている。エジプト・日本学校で学級会を開く児童たち 

（エジプト・カイロ　写真提供：JICA）
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現在、世界の難民・国内避難民などの数は6,850万人と第二次世界大戦後最大規模となり、人道
支援のニーズは増加の一途をたどっています。そうした中、日本は、データやハイテク技術を駆使
した効率的な支援を推進しているほか、長年の開発協力の蓄積をいかし、受入れ地域の安定と発展
にも貢献する支援を行っています。

難民支援もデータが重要！　ニーズ調査に基づく効果的な難民及び受入国支援
国際協力機構（JICA）平和構築・復興支援室　特別嘱託　勝又俊宜

世界各地で難民・国内避難民などの数が急増する中、
受入国・地域の負担を軽減するため、同地域における課
題やニーズを調査、分析することが今まで以上に重要と
なっています。

その一例が、JICAのウガンダ北部難民受入地域におけ
るニーズ調査です。2000年代初めから北部地域に対す
る開発支援を実施してきたJICAは、大規模な南スーダン
難民のウガンダへの流入状況（2018年末時点で、約80
万人）を受けて、2017年7月にウガンダ北部地域におけ
る基礎情報収集・確認調査を開始しました。

JICAは調査開始時から緊急人道支援のみならず、中長
期的な開発の視点を含めた対応が必要と考えたことから、
北部難民受入地域における社会インフラの現状を確認し、
支援ニーズを調査しました。また、現地自治体や関係省
庁とのつながりを活用し、各機関・地域に分散する難民
と受入地域双方の状況・ニーズを包括的に収集、分析、
統合し、地理情報システム（GIS）として地図データ化や
具体的な支援案件の形成も実施しました。

難民と受入地域の両方を統合したデータはそれまでほとんどなく、JICAの調査結果や地図データ
は利用価値が高いものとして、現地政府や自治体、国際機関、NGOなどの多くの関係者に歓迎さ
れ、難民受入地域の現場関係者が連携・調整しながら同国を支える基礎情報として活用されていま
す。また、日本としても今後様々な事業の展開を検討しています。日本は深刻な難民問題に対して、
当事国だけの課題とせず、国際社会全体として取り組むよう支援しています。

ブロックチェーンが難民支援に　～人道支援の最前線での最先端技術の活用～
国連世界食糧計画（WFP）日本事務所代表　焼家直絵

国連世界食糧計画（WFP）は、世界最大級の人道支援機関として、2017年には飢餓に苦しむ
9,000万人の人々に対し80か国以上で、約70億米ドル規模の支援を実施しています。

紛争や気候変動の影響で世界の飢餓人口が増加する中、食料支援は、国際社会の安全保障にとっ
て重要なものです。生命を救うための支援だけでなく、その国の未来を救うために、学校給食やコ
ミュニティーの自立を促す生計・防災支援などを各国政府やNGO、また民間セクターと連携しなが

コラム 戦後最大の人道危機への対応 
～データ、ハイテク技術、開発協力の実績をいかした効率的・効果的支援～

ウガンダ北部ユンベ県の保健医療施設位置図。地域人
口と施設所在地だけでなく、難民居住区情報を加えて、
支援ニーズが高い施設を特定（写真提供：JICA）
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ら実施しています。
さらには、より一層の支援の効率化を目指し、革新的

な最先端技術を飢餓ゼロへ向けた取組に活用するための
研究・開発施設をドイツ・ミュンヘンに設立。国連WFP
職員のみならず、民間セクターから広くアイデアを募っ
ています。

この仕組みを通じて国連WFPは、ブロックチェーン※

を活用したキャッシュ支援プラットフォームを、ヨルダ
ンの難民キャンプに導入しました。これによって、これ
までの銀行取引にかかる経費を削減し、支援を受ける難民の食料購入データを安全で透明性の高い
方法で管理することが可能となりました。この成功を基に、同技術の幅広い展開に加え、ITアプリ
を活用した小規模農家の市場アクセス支援、水耕栽培技術を活用した栄養価の高い農産物の研究・
開発、AIとドローンを組み合わせた自然災害の早期モニタリングシステムを活用した支援の効率化
に向けた取組を続けています。

※　�インターネットなどオープンなネットワーク上で、高い信頼性が求められる重要データのやり取りなどを可能にする「分散型台帳（データ
ベース）技術」。この技術を活用することで、コストのかかる第三者機関（仲介役）を介さずに偽装や改ざんを防ぐことが可能になる。

開発協力の蓄積が効果的な人道支援を可能に　～ミャンマーからの避難民に安全な水を～
国際協力機構（JICA）バングラデシュ事務所　企画調査員　勝木龍一

2017年8月に起こったミャンマー・ラカイン州における情勢悪化を受け、バングラデシュのコッ
クスバザール県南部に70万人以上の人々が流入し、以前からの避難民を含めるとその数は100万
人以上に達しています。

避難民キャンプではこうした未曽有の流入で急激に高まった水需要を賄うため、数千本の浅井戸
が無計画に掘削されました。その結果、井戸の枯渇、大腸菌汚染の蔓

まん
延
えん

などの問題が生じました。
この状況を改善するため、JICAは、日本政府が無償資金協力で供与した井戸掘削機を利用して、

避難民が暮らすキャンプ地で深さ400メートルに及ぶ井戸掘削を行い、安全な水の確保に取り組み
ました。この深井戸から飲用に適した安全な水が安定的に産出されることも確認されました。

給水管網の整備は国際移住機関（IOM）及びバングラデシュの地方水資源開発を担う公衆衛生工
学局が行っており、2019年4月頃までに約3万人の避難民に安全な水が供給される予定です。

今回、迅速かつインパクトのある事業に着手できたの
は、公衆衛生工学局に技術協力を行っているJICA専門家
と同局職員による迅速な現地調査実施、避難民の受入れ・
帰還を担当するバングラデシュ防災省に派遣されている
JICA専門家による同国政府に対する掘削用地確保のため
の働きかけ、また、JICAと国際機関との継続的な情報交
換などの連携によるものでした。

避難民問題の中長期化が予想される中、JICAは引き続
き現地政府が避難民や受入れ地域に対して行っている取
組を支援していきます。

バングラデシュの避難民キャンプにおける深井戸掘削
（写真提供：JICA）

ヨルダンの難民キャンプにてブロックチェーンを活用し
たキャッシュ支援プラットフォームを活用するシリア難民

（写真提供：WFP＠Shaza Moghraby）
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人材育成の観点では、「アフリカの若者のた
めの産業人材育成イニシアティブ（ABEイニ
シアティブ）」を通じ、同イニシアティブを開
始した2014年から2018年までに、JICAを
通じて1,200人を超える研修生を日本に受け
入れている。

強靱な保健システム促進の観点からは、
2018年4月、ウガンダの地域中核病院改善の
ための支援を決定したほか、同年12月のルン
グ・ザンビア大統領訪日時には、ザンビア大学
獣医学部への支援で合意した。

社会安定化の観点からは、紛争やテロ等によ
り難民や国内避難民が多数発生しているサヘル
地域、南スーダン、ソマリア及び周辺国等に対
する食料援助、治安対策機材の供与、国際機関
と連携した支援を実施したほか、2018年12
月には、UNDPと連携してギニアビサウの選
挙支援を決定した。

2019年8月に横浜で開催予定のTICAD7に
向けて、2018年10月には東京でTICAD閣僚
会合が開催された。共同議長を務めた河野外務
大臣は、債務持続可能性等の国際スタンダード
に基づく援助の重要性を確認しつつ、アジアと
アフリカをつなぐ「自由で開かれたインド太平
洋」の実現のためにも、「質の高いインフラ」
整備等を通じた連結性強化や、アフリカ連合

（AU）の「アジェンダ2063」に示されたアフ
リカの経済構造転換を支援していくと述べた。

（4）適正かつ効果的なODA実施のための取組

ア	適正なODA実施のための取組
ODAの実施では、各段階で外部の意見を聴

取し、その意見を踏まえた形で案件を形成する
ことにより、透明性の向上に努めている。
ODA実施の事前調査の段階では、開発協力適
正会議を公開の形で開催し、外部の有識者との
間で検討を行った上で調査の要否を決定してい
る。さらに、案件の実施後には、JICAは2億
円以上の全ての案件について事後評価の結果を
ホームページ上で公表しており、10億円以上
の案件については第三者による事後評価も行っ

ている。また、外務省が実施する無償資金協力
についても、2億円以上の案件については内部
評価を実施の上、その結果を公表し、10億円
以上の案件については第三者による評価を行う
事後評価制度を2017年度から導入した。こう
した事後評価で指摘された事項は、次のODA
の案件形成にいかしていく。

イ	効果的なODA実施のための取組
ODAは、相手国のニーズや案件の規模に応

じて、無償資金協力、有償資金協力及び技術協
力という三つの枠組みにより実施されている
が、限られた予算を効率的に活用し、高い開発
効果を実現するため、外務省及びJICAは相手
国のニーズを踏まえて、国ごとに協力の重点分
野を設定し、各枠組みの垣根を超えてそれらの
分野に資する案件を形成している。例えば、ス
リランカではモンスーンの影響で季節的に豪雨
が発生し、山岳丘陵地域を中心に急傾斜地の崩
壊や地すべり等の土砂災害を引き起こすことが
大きな課題となっている。その解決に向けて、
日本は、雨量観測能力向上のため、気象観測
レーダーシステム整備を無償資金協力により支
援するとともに、土砂災害リスクが高い主要国
道への斜面対策工事実施を円借款により支援し
ている。また、スリランカの土砂災害対策工事
の設計・施工管理能力向上を技術協力により支
援してきたほか、2018年3月の日・スリラン
カ首脳会談では、土砂災害に対する早期警戒体
制の構築等、更なる土砂災害対策能力向上を技
術協力により支援することを表明した。

ウ	ODAの国際的議論に関する取組
日本はODAに関する国際的な議論に積極的

に 貢 献 し て い る。OECD開 発 援 助 委 員 会
（DAC）では、2014年のハイレベル会合での
合意を踏まえ、有償資金協力のODA計上ルー
ルの変更、平和維持・構築のための活動や移
民・難民に係る費用のODA計上ルールの策定、
民間資金の動員を促進するための取組等の
ODAの現代化に向けた取組が進められている。
日本としてもODAが現代に合った形となるよ
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う、またドナーの努力が的確に反映されるよう
取り組んでいる。また、開発協力の効果向上を
目的として各国政府のみならず市民社会や民間
セクターなど様々な主体が参加する枠組みであ
る「効果的な開発協力に関するグローバル・
パートナーシップ（GPEDC）」においても、
日本は2015年9月から運営委員を務めるとと
もに、質の高いインフラ投資や三角協力などの
取組を発信している。

エ	開発協力情報公開の推進と質の向上に向け
た取組
開発協力の実施に当たっては国民の理解と支

持が不可欠であり、このため効果的な情報の発
信と開発協力の質の向上を通じて国民の理解促
進に努めている。東京のお台場で開催した日本
最大級の国際協力イベント「グローバルフェス
タJAPAN2018」（9月29日）や、大阪市で開
催した「ワン・ワールド・フェスティバル」（2
月）等、国民参加型イベントを通じた広報のほ
か、人気アニメ「秘密結社 鷹の爪」を起用し
たショートアニメ「鷹の爪団の 行け！ODA
マン」を制作し、ASEAN地域の海上保安事業
やケニアでの教育支援事業等、世界各地で行わ
れている開発協力案件を分かりやすく紹介し、
東京メトロのトレインチャンネルやBSテレビ
での放映を通じて、幅広い層の人々に届くこと
を目指す広報を実施した。さらに、30周年を
迎えた「草の根・人間の安全保障無償資金協
力」の広報を担当する「草の根大使」としてお
笑いコンビ・ペナルティを起用して広報活動を
行った。また、引き続きODAホームページを
通じた開発協力に関する情報発信にも取り組ん
でいる。

さらに、開発協力大綱では海外広報にも積極
的に取り組むとしたことを踏まえ、現地の報道
機関による日本の開発協力の現場視察を企画
し、現地の報道でも日本の協力が取り上げられ
る機会を作るよう努めるとともに、英語や現地
語による広報資料の作成も行ってきている。

ODAの質を高めるためには、ODAの実施
状況とその効果を確認・評価し、評価結果から

得られた提言や教訓を次の政策立案や事業実施
にいかしていく必要がある。外務省は、主に外
部有識者による政策・プログラムレベルの評価
を実施しており、その評価結果を関係者間で共
有し、活用するとともに、国民への説明責任を
果たすため、外務省ホームページ上で評価結果
を公表している。また、JICAは、事業の透明
性を高める観点から、JICA事業についてJICA
ホームページ上の「ODA 見える化サイト」で、
案件の現状や成果などを公表している。同サイ
トには、2018年12月末時点で、合計4,322
件の案件が掲載されている。

草の根大使・ペナルティ（10月、東京　写真提供：吉本興業）

みんなでO・D・A！ グローバルフェスタJAPAN2018（9月、東京）

「鷹の爪団の 行け！ ODAマン」
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O　大いなる！
D　ダイナミックな！
A　アシスト！！
Oオー　Dディー　Aエー！！

オダではなくてODAオーディ―エー！！�  
Official Development Assistance、政府開発援
助です。信長は（おそらく直接的には）関係あり
ません。

国民の皆様にODAについてもっと知っていただくために、河野外務大臣は2018年9月、アニメ
「秘密結社　鷹の爪」の主人公「吉田くん」を外務省の「ODAマン」に任命し、世界で役立つ日本
のODAをギャグ満載でご紹介する動画「鷹の爪団の 行け！ODAマン」シリーズが誕生しました。

開発途上国の発展を主に現地で支援する日本のODAを、日本で知る機会はあまり多くありません
から、オダとは読まないまでも「ODAって耳にはするけどイマイチよく分からない…」と思ってい
る方も多いようです。日本政府のお金、つまり税金で外国を助ける必要ってあるのかな？　と思う
こともあるかもしれません。

でも実は日本も、かつてはODAの助けを借りる側でした。今でも日本を支える重要なインフラで
ある東海道新幹線や首都圏の高速道路、富山県の黒部ダムなどは、終戦後に海外からのODAで造ら
れたものです。こうした支援も受けながら驚異的なスピードで復興を遂げた日本は、1954年には
ODAで他の国を助ける側になり、世界の平和と安定に貢献するようになりました。

世界の国々が豊かになって、皆が健康でよりよい生活を送れるようになれば、世界はもっと平和
になります。あらゆることは世界とつながっています。日本の平和と繁栄も、世界の平和と繁栄が
あって初めて可能になります。日本の支援に対する世界の期待に応えていくことは、日本の信頼性
や存在感を高めることにもなります。ODAは、開発途上国のためであるのと同時に、日本のためで
もあるのです！

…と力説されても、すんなりと「Oおお！　Dだったの
か！　Aあーそうか！」とはいかないものですよね。貴重
な税金で行われているODA、その意味や目的、重要性を
しっかり説明してご理解いただくために、「ODAマン」
は生まれたのです。アジア諸国やケニアなど、世界中で
行われている日本のODAを紹介する動画シリーズ「鷹の
爪団の 行け！ODAマン」は、2018年9月から10月に
かけて東京メトロのトレインチャンネルやBS放送で放映
されたほか、LINEではマンガ版も配信されました。ほか
にも、一日限定の「リアルODAマン」が着ぐるみでイベントに登場するなど、大活躍中です。
「ODAマン」はこれからも、ODAに対する国民の皆様の関心とご理解が深まるよう頑張ってまい

りますので、応援をどうぞよろしくお願いします！
「鷹の爪団の 行け！ODAマン」の動画・マンガは外務

省ホームページで公開中！

特 集 世界で役立つ日本のODAをもっと知ってほしい！
「鷹の爪団の 行け！ODAマン」

国際協力イベント「グローバルフェスタJAPAN2018」
に登場したODAマンと、「秘密結社 鷹の爪」の原作者
で声優のFROGMAN氏（9月29日、東京）
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2‌ 地球規模課題への取組

（1）持続可能な開発のための2030アジェンダ

「持続可能な開発のための2030アジェンダ
（2030アジェンダ）」は、2001年に策定され
たミレニアム開発目標（MDGs）の後継とし
て2015年9月の国連サミットで採択された、

「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包
摂性のある社会の実現に向けた2030年までの
国際開発目標である。

2030アジェンダは、先進国を含む国際社会
全体の開発目標として相互に密接に関連した
17の目標と169のターゲットから成る「持続
可能な開発目標（SDGs）」を掲げている。

日本は、国際社会の議論が本格化する前か
ら、2030アジェンダの議論や交渉に一貫して
積極的に貢献してきた。2030アジェンダ採択
後は、まず、SDGs実施に向けた基盤整備とし
て、日本は内閣総理大臣を本部長とし、全閣僚
を構成員とするSDGs推進本部を設置し、
SDGsの実施に向けた日本の指針となるSDGs
実施指針を策定し、日本が特に注力する八つの
優先課題を掲げた。また、SDGs実施に向けた
官 民 パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 重 視 す る た め、
NGO、有識者、民間セクター、国際機関等の
広範な関係者が集まるSDGs推進円卓会議をこ
れまで6回開催し、SDGs推進に向けた地方や
ビジネス界の取組、次世代・女性のエンパワー
メントの方策、国際社会との連携強化等につい
て意見交換を行っている。

これまでSDGs推進本部会合は計6回開催さ
れ、2018年12月に行われた第6回会合では、
外務省のみならず関係府省庁のSDGs達成に向
けた主要な取組を「SDGsアクションプラン
2019」として発表した。同アクションプラン
に掲げた日本のSDGsの三本柱である①官民を
挙げたSDGsと連動する「Society5.0」の推進、
②SDGsを原動力とした地方創生、③SDGsの
担い手としての次世代・女性のエンパワーメン
トに沿って、国内実施・国際協力の両面におい
てSDGs達成に向けた取組を更に推進していく。

また、同アクションプランは、日本が「人間の
安全保障」の理念に基づき、強靱かつ環境に優
しい「国づくり」及び世界の「人づくり」に貢
献し、2019年のG20 議長国として国際社会に
おいてリーダーシップを発揮していく際の
SDGsの主要課題についても明記している。

第6回SDGs推 進 本 部 会 合 の 同 日 に は、
SDGsに向けて優れた取組を行っている企業・
団体を表彰する「ジャパンSDGsアワード」第
2回表彰式も開催され、食品廃棄物の有効活用
等に取り組む株式会社日本フードエコロジーセ
ンターがSDGs推進本部長賞（内閣総理大臣
賞）を受賞した。

世界の注目が日本に集まる2019年のG20 
大阪サミット、TICAD7等の機会を通じ、日
本がリーダーシップを発揮し、SDGsの力強い
担い手たる日本の姿を国際社会に対して示すと
ともに、2019年9月のSDGs首脳級会合にお
いて、これらの成果をG20 議長国として発信
すべく、具体的な取組を今後より一層推進・強
化していく。

SDGs全17ゴールのロゴ（出典：国連広報センター）

第6回SDGs推進本部会合の様子 
（12月21日、東京　写真提供：内閣広報室）
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また、2030年までにSDGsを達成するため
には、毎年約2兆5,000億ドル（約280兆円）
もの資金ギャップを克服しなければならないと
国連貿易開発会議（UNCTAD）が推計してい
る。日本は、この資金ギャップの克服に向け
て、国際連帯税を含む革新的資金調達に関する
議論の活発化に貢献する観点から、2019年1
月に有志国・機関がメンバーとなっている「開
発のための革新的資金調達リーディング・グ
ループ」の議長国に就任した。

ア	人間の安全保障
人間の安全保障とは、一人ひとりを保護する

とともに、自ら課題を解決できるよう能力強化
を図り、個人が持つ豊かな可能性を実現できる
社会造りを進める考え方である。日本は、人間
の安全保障を外交の柱の一つと位置付け、
2015年に決定した開発協力大綱でも日本の開
発協力の根本にある指導理念と位置付けてお
り、これまでも国連などでの議論を主導し、日
本のイニシアティブにより1999年に国連に設
置された「人間の安全保障基金」に累計約
468億円拠出し、国連機関による人間の安全
保障の普及と実践を支援してきた。また、二国
間協力においても「草の根・人間の安全保障無
償資金協力」などの支援を通じ、この概念の普
及と実践に努めてきた。2030アジェンダも、

「人間中心」や「誰一人取り残さない」といっ
た理念に基づくものとなっており、人間の安全
保障の考え方を中核に据えている。

イ	防災分野の取組
毎年世界で2億人が被災（犠牲者の9割が開

発途上国の市民）し、自然災害による経済的損
失は年平均2,500から3,000億米ドルに及ぶ。
防災の取組は、貧困撲滅と持続可能な開発の実
現にとって不可欠である。

日本は、幾多の災害の経験により蓄積された
防災・減災に関する知見をいかし、防災の様々
な分野で国際協力を推進している。2015年3
月に第3回国連防災世界会議を仙台で開催し、
同年から15年間の国際社会の防災分野の取組

を規定する「仙台防災枠組」の採択を主導した。
また、日本独自の貢献として「仙台防災協力イ
ニシアティブ」を発表し、2015年から2018
年までの4年間で計40億米ドルの協力の実施
や計4万人の人材育成を行うという目標を達成
するなど、防災分野での協力を積極的に進めて
いる。

さらに、日本が提案し2015年12月に第70
回国連総会で全会一致で制定された「世界津波
の日（11月5日）」に合わせ、日本では2016
年以降、世界各国の高校生を招へいし、日本の
津波の歴史や、震災復興、南海トラフ地震への
備え等の実習を通じ、今後の課題や自国での展
開等の提案を行う「世界津波の日　高校生サ
ミット」をこれまで3回実施している。

第1回「世界津波の日」高校生サミットは
2016年11月25日及び26日に高知県黒潮町で、
第2回は2017年11月7日及び8日に沖縄県宜
野湾市で開催した。第3回は2018年10月31
日及び11月1日に和歌山県和歌山市で開催し、
日本を含む48か国の高校生約380人が参加し
た。今後も災害で得た経験と教訓を世界と共有
し、各国の政策に防災の観点を導入する「防災
の主流化」を引き続き推進する考えである。

ウ	教育分野の取組
教育分野では、2015年9月の2030アジェ

ンダ採択のタイミングに合わせて、日本の教育
協力分野の新たな戦略となる「平和と成長のた
めの学びの戦略」を発表した。同戦略では、基
本原則として、「包摂的かつ公正な質の高い学
びに向けての教育協力」、「産業・科学技術人材
育成と持続可能な社会開発のための教育協力」
及び「国際的・地域的な教育協力ネットワーク
の構築と拡大」を掲げており、同戦略の下、世
界各地で様々な教育支援を行っている。また、
教育のためのグローバル・パートナーシップ

（GPE）などの教育支援関連会合にも積極的に
参加している。2018年6月のG7シャルルボ
ワ・サミットでは、途上国の女児・少女・女性
のための質の高い教育、人材育成のために2億
ドルの支援を行っていくことを発表した。
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エ	農業分野の取組
日本はこれまでG7やG20などの関係各国

や国際機関とも連携しながら、開発途上国の農
業・農村開発を支援している。2016年4月に
はG7新潟農業大臣会合を開催し、食料需要の
増加、異常気象等の農業を取り巻く新たな課題
に対処するため、世界の食料安全保障の強化に
向けた「新潟宣言」を採択・発出し、同年5月
のG7伊勢志摩サミットで「食料安全保障と栄
養に関するG7行動ビジョン」を発表した。

日本の灌漑稲作振興協力案件「タンライス」・佐藤外務
副大臣による現場視察（8月2日、タンザニア・キリマ
ンジャロ）

オ	水分野の取組
日本は、1990年代から継続して水分野での

最大の支援国であり、日本の経験・知見・技術
をいかした質の高い支援を実施している。国際
社会での議論にも積極的に参加しており、日本
のこれまでの貢献を基に、水分野のグローバル
な課題に取り組んでいる。

（2）国際保健

人々の生命を脅かし、あらゆる社会・文化・
経済的活動を阻害する保健課題の克服は、「人
間の安全保障」に直結する国際社会の共通の課
題である。日本は「人間の安全保障」を提唱
し、それを「積極的平和主義」の基礎とすると

ともに各種の取組を推進し、保健をその中心的
な要素と考えている。日本は、世界で最も優れ
た健康長寿社会を達成しており、保健分野にお
ける日本の積極的な貢献に一層期待が高まって
いる。日本は、保健分野への支援を通じて、
人々の健康の向上、健康の権利が保障された国
際社会の構築を目指している。

このような理念の下、日本はこれまで多くの
国や、世界保健機関（WHO）、世界銀行、世
界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバ
ルファンド）、Gaviワクチンアライアンス

（Gavi）、国連人口基金（UNFPA）、国連児童
基金（UNICEF）、グローバルヘルス技術振興
基金（GHIT）といった様々な国際機関と協力
しながら、感染症や母子保健、栄養改善などの
保健課題の克服に大きな成果を上げてきた。

2015年に策定された開発協力大綱の課題別
政策である「平和と健康のための基本方針」に
基づき、日本は全ての人に対する生涯を通じた
基礎的保健サービスの提供を確保するユニバー
サル・ヘルス・カバレッジ（UHC）達成を念頭
に、指導力を発揮し、国際的な議論を主導した。

9月の国連総会結核ハイレベル会合では、
SDGs3.3（伝染病等に関するターゲット）で
明記された「2030年までに結核を終息させる」
との目標を達成するために、各国から首脳級、
閣僚級及び国際機関の長が参加し、対策を促進
させる政治的なコミットメントを確認した。開
会式において、政治宣言が了承され、結核対策
の強化、対策資金の確保、研究開発の強化、進
捗を確認する仕組みの強化に取り組むことが明
記された。同会合に参加した加藤厚生労働大臣
は、日本が、長年にわたり結核に対する国際的
な技術協力を行い、また国際機関に対して資金
支援してきた実績を紹介しつつ、今後も同分野
において貢献していく意思を表明した。

（3）労働・雇用

雇用を通じた所得の向上は、貧困層の人々の
生活水準を高めるために重要である。また、世
界的にサプライチェーンが拡大する中で、労働
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環境の整備等を図り、国際的に「ディーセン
ト・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」
の実現に取り組んでいく必要がある。この
ディーセント・ワークの実現は、2019年に創
設100周年を迎える国際労働機関（ILO）で
も、その活動の主目標に位置付けられている。

こうした中で、日本も労働分野での開発協力
に取り組んでいる。2018年には、ILOへの任
意拠出金や国際的な労使団体のネットワークへ
の支援を通じ、アジア太平洋地域の開発途上国
に対し、自然災害発生に伴う緊急雇用創出の支
援や、労働法令の整備、労働安全衛生の実施体
制の改善のための技術協力等を行った。

また、6月には、第1回日ILO年次戦略協議
（ジュネーブ（スイス））を開催し、①「仕事の
未来」イニシアティブ等に関する一層の連携強
化、②労働分野での開発協力支援における日本
のこれまでの財政的・人的貢献及び一層のパー
トナーシップ強化、③ILOにおける日本人職員
の一層の増強に向けて共同で具体的な行動をと
ることなどについてILOとの間で確認した。

（4）環境・気候変動

ア	地球環境問題
2030アジェンダにおいて環境分野の目標が

記載されるなど、地球環境問題への取組の重要
性が国際的により一層認識されている。日本
は、多数国間環境条約や環境問題に関する国際
機関等における交渉及び働きかけを通じ、自然
環境の保全及び持続可能な開発の実現に向けて
積極的に取り組んでいる。

（ア）海洋環境の保全
海洋プラスチックごみ問題は、海洋の生態

系、観光、漁業及び人の健康に悪影響を及ぼし
かねない喫緊の課題として、近年その対応の重
要性が高まっている。6月のG7シャルルボ
ワ・サミットにおいて、安倍総理大臣は、この
問題に開発途上国を含む世界全体の課題として
対処する必要があること、リデュース（削減）・
リユース（再利用）・リサイクル（再資源化）

の「3R」や廃棄物処理に関する能力向上等の
対策を国際的に広げていくことが不可欠である
こと、また、2019年のG20大阪サミットで
この問題に取り組むことを表明した。

さらに、11月のASEAN+3（日中韓）首脳会
議において、安倍総理大臣は「ASEAN+3海洋
プラスチックごみ協力アクション・イニシアティ
ブ」を提唱し、各国から歓迎を受けた。同イニ
シアティブの下で日本は、中国や韓国とも連携
し、「3R」や廃棄物処理に係る能力構築及びイン
フラ整備、国別行動計画策定支援等を通じて、
ASEAN諸国の海洋プラスチックごみ対策を支援
していく。また、11月の日・ASEAN首脳会議に
おいて安倍総理大臣から、海洋プラスチックご
み対策に関するASEAN支援の拡大を表明した。

SDGsの実現への貢献の観点から、海洋環境
の保全、漁業、海洋資源の利用等について議論
を行う「持続可能な海洋経済の構築に向けたハ
イレベル・パネル」がノルウェーの主導で立ち
上げられた。同パネルには、安倍総理大臣を始
めとする12の海洋国家の首脳が参加している。
9月、ニューヨーク（米国）で同パネルの第1
回会合が開催され、安倍総理大臣は同会合に寄
せたメッセージの中で、海洋プラスチックごみ
問題、気候変動が海洋にもたらす影響への対
応、IUU（違法・無報告・無規制）漁業に関す
る取組の重要性を指摘した。

このほか、10月、モスクワ（ロシア）で、
日本海及び黄海の海洋環境保全について日本、
中国、韓国及びロシアが協力する北西太平洋地
域海行動計画（NOWPAP）の第23回政府間
会合が開催され、2018年から2023年までの
中期戦略の評価枠組み、SDG14（SDGsの目
標14：海の豊かさを守ろう）の達成に向けた
NOWPAPの貢献等に関する議論が行われた。

（イ）生物多様性の保全
近年、ゾウやサイを始めとする野生動植物の

違法取引が深刻化し、国際テロ組織の資金源の
一つとなっているとして、国際社会で注目され
ている。10月、ロンドン（英国）で開催され
た「第4回野生動植物の違法取引に関する国際
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会議」に、阿部外務副大臣が出席し、国際的に
特に関心の高い象牙の違法取引対策について、
日本の積極的な取組を発信した。具体的には、
6月に日本は象牙の国内取引の規制を強化した
ところであり、主要国と遜色のない国内象牙取
引管理を引き続き厳格に実施していくこと、ま
た、生息国におけるゾウの密猟対策支援を推進
していくこと等を表明した。

10月、ラムサール条約第13回締約国会議
（COP13）がドバイ（アラブ首長国連邦）で
開催され、潮間帯湿地の保全、気候変動に関す
る決議等について議論が行われた。同会議の開
催に合わせて、宮城県志津川湾と東京都葛西海
浜公園の二つの湿地が新たにラムサール条約湿
地登録簿に掲載された。

11月、横浜での国際熱帯木材機関（ITTO）
第54回理事会において、持続可能な森林経営
の促進に向けた議論が行われた。

11月、生物多様性条約（CBD）第14回締
約国会議（COP14）がシャルムエルシェイク

（エジプト）で開催され、2020年のCOP15
で採択予定の2020年以降の生物多様性に関す
る世界目標を検討するためのプロセスとして、
公開作業部会及び地域別ワークショップの開催
等が決定された。このほか、遺伝資源に関する
塩基配列情報や合成生物学への対応等の幅広い
事項について議論が行われた。

（ウ）化学物質・有害廃棄物の国際管理
11月、「オゾン層を破壊する物質に関するモン

トリオール議定書」第30回締約国会合がキト
（エクアドル）で開催された。同会合では、2019
年1月1日に発効する、規制対象物質にハイドロ
フルオロカーボン（HFC）を追加した改正議定
書の運用等に関する議論が行われた。12月、日
本政府は、同議定書改正の受託書を国連に寄託
し、同改正の発効時からの締約国となった。

11月には、「水銀に関する水俣条約」第2回
締約国会議がジュネーブ（スイス）で開催され
た。日本は、条約を運営するビューロー会合

3	 タラノアとは、COP23の議長国のフィジーの言葉で、包摂性・参加型・透明な対話プロセスを意味する。

（理事会に相当）のアジア太平洋地域の代表と
して同会合の円滑な実施に貢献したほか、EU
や米国と共同で三つの決議案を提出するなど、
水銀の規制に係る国際的なルール作りに積極的
に貢献した。

イ	気候変動
（ア）�パリ協定と国連気候変動枠組条約第24回

締約国会議（COP24）
気候変動の原因である温室効果ガスの排出削

減には、世界全体での取組が不可欠であるが、
1997年のCOP3で採択された京都議定書は、
先進国にのみ削減義務を課す枠組みであった。
2015年12月、パリで開催されたCOP21で、
先進国・途上国の区別なく、温室効果ガス削減
に向けて自国の決定する目標を提出し、目標達
成に向けた取組を実施すること等を規定した公
平かつ実効的な枠組みである「パリ協定」が採
択された。同協定は2016年11月に発効し、
日本を含む180か国以上の国が締結している

（2018年12月時点）。2017年6月、米国はパ
リ協定から脱退する意向を表明したが、引き続
きCOP等の気候変動交渉には参加している。

パリ協定の採択後は、2020年以降のパリ協
定の本格運用に向け、パリ協定の実施指針に関
する交渉が開始された。パリ協定の実施指針
は、緩和・適応・透明性枠組み・市場メカニズ
ム・資金等の各議題についての議論を基に、
2018年12月にカトヴィツェ（ポーランド）
で開催されたCOP24において採択された。日
本は、各議題で積極的に交渉に参加し、パリ協
定の精神に即した、全ての国に共通するルール
の策定に貢献した。また、COP24では、世界
全体の温室効果ガス排出削減の取組状況を確認
し、野心の向上を目指す、「タラノア対話」3の
閣僚級の議論を実施した。日本からは原田環境
大臣が参加し、日本の技術や国際協力実績等に
つき積極的に発信した。
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2015年のパリ協定の成立以降、脱炭素社会の実現に向けた企業、自治体、NGOなど国家以外の
多様な主体、「非政府アクター」への注目が高まっています。今世紀半ばまでに、温室効果ガスの排
出量を実質ゼロにするという高い目標を達成するためには、経済活動、日常生活を実際に担うこれ
らのアクターの役割が決定的に重要だからです。

2018年7月6日、こうした非政府アクターのネットワーク組織「気候変動イニシアティブ（JCI：
Japan Climate Initiative）」が設立されました。日本を代表する大手企業、地域経済を担う中小企
業、大都市から農村地域まで様々な自治体、消費者団体、環境NGOなど、設立時に105団体が参
加しました。その後メンバー数は拡大を続け、2018年末までで既に3倍以上になっています。

JCIへの参加要件は、設立宣言「脱炭素化をめざす世界の最前線に日本から参加する」を承認する
ことです。この設立宣言では、JCIの各参加団体が「自らの活動において、2℃未満目標の実現に向
けた世界のトップランナーとなるよう」取組を強めることを宣言するとともに、それを通じて国際
社会での日本のコミットメントも高めていくことを述べています。

2018年10月12日には、最初の国内イベント「気候変動アクション日本サミット」が開催され
ました。企業の執行役員、自治体幹部など気候変動対策の第一線を担う責任者が多数登壇し、今後
の活動強化に向け熱心な議論を展開しました。企業トップ、自治体首長による「トップリーダーズ
セッション」も行われ、全国各地から700人以上の参加で会場は熱気に包まれました。

日本の非政府アクターの活動を世界に発信することもJCIの重要な目的です。9月に米国・サンフ
ランシスコで開催された「世界気候アクションサミット（GCAS）」、12月にポーランドで開催され
たCOP24にもJCIメンバーが多数参加し、各種イベントに登壇して日本の企業、自治体の活動を紹
介しました。

日本に続き、メキシコ、アルゼンチンなどでも非政府アクターの国内ネットワークが生まれてき
ています。また、米国にはトランプ政権のパリ協定脱退方針に抗して気候変動対策を進めるネット
ワーク“We Are Still In”があります。2019年は日本でG20が開催される年であり、世界の注目
が日本に集まります。JCIは、これら各国のネットワークとも連携して、日本と世界における脱炭素
社会の実現をめざす取組を強化していくことにしています。

JCI設立記者会見（7月6日　写真提供：JCI） 気候変動アクション日本サミット 
（10月12日　写真提供：JCI）

コラム 「気候変動イニシアティブ（JCI）」が発足！ 
～日本の企業、自治体、NGOの活動を世界へ発信～

気候変動イニシアティブ事務局 公益財団法人 自然エネルギー財団　常務理事　大野輝之
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（イ）開発途上国支援に関する取組
開発途上国が十分な気候変動対策を実施でき

るよう、日本を含む先進国は開発途上国に対し
て、資金協力、能力構築（キャパシティ・ビル
ディング）、技術移転といった様々な支援を
行ってきている。こうした観点から、開発途上
国の温室効果ガス削減と気候変動の影響への適
応を支援する多国間基金である緑の気候基金

（GCF）も重要な役割を果たしている。日本は、
2015年に成立した「緑の気候基金への拠出及
びこれに伴う措置に関する法律」に基づき資金
を拠出しているほか、GCF理事を派遣し、支
援案件の選定を含む基金の運営に積極的に参画
している。2018年12月までに93件の支援案
件がGCF理事会で承認された。

（ウ）二国間オフセット・クレジット制度（JCM）
JCMは、開発途上国への優れた低炭素技術

等の普及や対策の実施を通じ、地球規模での温
暖化対策に貢献するとともに、温室効果ガス排
出削減・吸収に対する日本の貢献を定量的に評
価し、日本の削減目標の達成に活用する仕組み
である。日本は、2018年12月時点で17か国
とJCMを構築しており、120件以上の温室効
果ガス排出削減・吸収プロジェクトを実施して
いる。2018年も、モンゴル、ベトナム、パラ
オ、インドネシア及びタイのJCMプロジェク
トからクレジットが発行されるなど、成果を着
実に上げている。

（エ）�日本による気候変動と脆弱性リスクに関す
る取組

気候変動が各国の経済・社会の安定に影響を
及ぼし得るとの見方は近年強まっており、紛争
や平和構築といった安全保障上への影響につい
ての関心も高まりを見せている。G7外相プロ
セスなどにおいても気候変動と脆弱性という
テーマで議論されてきた。日本は気候変動の脆
弱性リスクに関する取組として、2018年7月
に「アジア・大洋州における気候変動と脆弱性
に関する国際会議」を東京で開催し、気候変動
と安全保障及びビジネスに関する国際的な議論

の動向を参加者に共有するとともに、アジア・
大洋州における気候変動の脆弱性や安全保障、
展開する企業の危機管理、投資に与える影響
や、今後生じ得るリスクに対して政府・自治
体・企業等それぞれがとるべきアプローチ等に
ついて議論を深めた。

（オ）非国家主体による気候変動分野の取組
気候変動対策においては、政府に加え、民間

企業や自治体、NGO等の非国家主体の取組も
重要であり、過去のCOP決定においても、そ
の重要性が言及されている。日本でも、気候変
動対策に向けて積極的な行動を取ることを目的
とした企業グループである日本気候リーダー
ズ・パートナーシップ（Japan-CLP）の精力
的な活動や、事業に必要な電力を100％再生
可能エネルギーで調達することを目標に掲げる
企 業 が 加 盟 す る 国 際 的 な イ ニ シ ア テ ィ ブ

（RE100）に参加する日本企業数が増加する等、
企業の取組は一層進展している。こうした国内
での機運の高まりを背景に、7月には、脱炭素
化を目指す非国家主体のネットワークである気
候変動イニシアティブ（JCI）が発足する等、
気候変動に関する国内での取組は一層の進展を
見せている。日本はこうした非国家主体のイニ
シアティブとも連携しながら、気候変動外交を
進めていく考えである。

（5）北極・南極

ア	北極
（ア）北極の現状と日本の北極政策

地球温暖化による北極環境の急速な変化は、
この地域で生活する先住民を始めとする北極圏
の人々の生活や生態系に深刻で不可逆的な影響
を与えるおそれがある。一方、海氷の減少に伴
い利用可能な海域が拡大し、北極海航路の利活
用や資源開発を始めとする経済的な機会が高
まっている。

日本の北極政策は、2015年に総合海洋政策
本部で決定された「我が国の北極政策」を基本
としている。また、2018年5月に閣議決定さ
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れた「第3期海洋基本計画」では北極政策につ
いて初めて独立の項目を設け、主要施策として
日本の海洋政策の中に位置付けられた。

（イ）日本の国際的取組
10月、河野外務大臣は日本の外務大臣とし

4	 グリムソン・アイスランド前大統領等により2013年に設立され、政府関係者、研究者、ビジネス関係者等、約2,000名が集まる国際会議。北
極版ダボス会議。日本は、第1回会合から北極担当大使等が参加しており、全体会合でのスピーチを行っているほか、分科会において日本の研究
者が科学研究の成果を発表している。

て初めて「北極サークル4」に出席し、日本の北
極政策に関する基調講演を行った。

また、日本の北極担当大使は、オブザーバー
として参加する北極評議会（AC）の北極高級実
務者会合を始め、フィンランド、ノルウェー、
ポーランド、中国、韓国で開催された北極関係

北極サークルは、グリムソン・アイスランド前大統領
等により2013年に設立された、政府関係者、研究者、
ビジネス関係者等が集まる民間の国際会議です。10月、
河野外務大臣が、日本の外務大臣として初めてこの北極
サークルに参加し、日本の北極政策に関する基調講演を
行いました。

講演で、河野外務大臣は、天然資源の開発等、北極に
生まれつつある「機会」をとらえるとともに、生態系へ
の悪影響といった北極の「課題」に国際社会が適切に対
応するためには、北極の環境変化のメカニズムを解明し、その影響を理解することが特に重要であ
ると強調しました。また、河野外務大臣は、国際社会にとって「望ましい北極」を提起し、その要
素として、①環境変化のメカニズムが解明され、その対応策を国際社会が共有すること、②先住民
の生活や生態系に配慮し、持続可能な経済利用が探求されること、③法の支配に基づき、平和で秩
序ある形で国際協力がなされることを挙げつつ、こうした「望ましい北極」を実現するために、日
本はすべてのステークホルダーと協力を推進するとのメッセージを発信しました。さらに、「望まし
い北極」の実現のため、①科学研究（北極域研究推進プロジェクト（ArCS）の推進、ブラックカー
ボンの排出抑制をめぐる北極圏国との協力等）、②持続可能な経済利用（より多くの日本企業が北極
ビジネスに関心を向けるよう奨励（北海道はアジアから北極海航路へのゲートウェイ）、ロシアとの
北極圏での包括的なエネルギー開発協力、北極に関する国際ルール形成への積極的参加）、③法の支
配（「ルールを基礎とした海洋秩序」の確認）の三つの側面について、日本の具体的な取組やその方
向性を紹介しました。

2015年には「我が国の北極政策」が策定され、日本は北極への取組を活発に進めています。
2018年には、5月に閣議決定した「第3期海洋基本計画」において初めて独立の項目を立てて、北
極政策を主要施策として位置付けました。10月には、北極における研究観測や主要な社会的課題へ
の対応の推進、関係国間や先住民団体との科学協力の更なる促進を目的として開催された北極科学
大臣会合について、次回会合を日本とアイスランドの共催により2020年にアジアで初となる日本
で開催することが決まりました。

こうした流れの中で、日本は河野外務大臣が国際社会に発信したメッセージを着実に実施し、日
本や国際社会の利益を確保しながら、北極をめぐるグローバルな課題の解決に貢献していきます。

特 集 河野外務大臣の北極サークル出席　～「望ましい北極」に向けた日本の取組～

北極サークル
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の国際会議に出席し、北極をめぐる課題に対す
る日本の取組や考えを発信するとともに、デン
マークやEUとの二国間北極協議を始め、関係
国との意見交換を行った。6月には、2015年の
第6回日中韓サミットで立ち上げられた北極に
関する日中韓ハイレベル対話の第3回会合が上
海で開催され、3か国による北極協力（特に科
学研究の分野）を促進する重要性を再確認する
共同声明が採択された。日本は、北極に関する
国際ルール形成にも積極的に参画している。10
月に日本を含む10か国・機関により署名された

「中央北極海における規制されていない公海漁業
を防止するための公海漁業規制協定」も日本が
国際ルール形成に関わった良い例である。

さらに、日本は、北極において、北極圏国を
始めとする関係国と国際協力を進めている。
2015年度に立ち上げた北極域研究推進プロ
ジェクト（ArCS）を通じて、米国、カナダ、
ロシア、ノルウェー、グリーンランド（デン
マーク）の研究・観測拠点で研究や人材育成の
ための国際連携を推進している。また、特定の
テーマについて専門的に議論するACの作業部
会に研究者を派遣し、日本の北極域研究の成果
を発信し、議論に貢献している。

経済利用においては、日本は、北極海航路を
利活用すべく、より多くの日本企業が北極ビジネ
スに関心を向けるよう奨励している。ロシアのヤ
マルLNGプロジェクトに示されるように、北極
の環境に十分配慮しつつ、ロシアと共に北極圏で
の包括的なエネルギー開発協力を進めている。

イ	南極
（ア）南極条約

1959年に採択された南極条約は、基本原則
として、①南極の平和利用、②科学的調査の自
由と国際協力及び③領土主権・請求権の凍結を
定めている。

（イ）南極条約協議国会議と南極の環境保護
2018年5月にブエノスアイレス（アルゼン

チン）にて開催された第41回南極条約協議国
会議（ATCM41）では、最近の課題として、
観光等での南極地域への渡航者が年々増加して
いることを踏まえ、観光者数の増加に伴う南極
の環境への影響等について議論が行われた。

（ウ）日本の南極観測
日本の南極観測では、南極地域観測第9期6

か年計画（2016年から2021年）に基づき、
現在、過去及び未来の地球システムに南極域が
果たす役割と影響の解明に取り組み、特に「地
球温暖化」の実態やメカニズムの解明を目指
し、長期にわたり継続的に実施する観測に加
え、大型大気レーダーを始めとした各種研究観
測を実施している。

3‌ 科学技術外交

科学技術は、経済・社会の発展を支え、安
全・安心の確保においても重要な役割を果た
す、平和と繁栄の基盤的要素である。日本はそ
の優れた科学技術をいかし、「科学技術外交」
の推進を通じて、日本と世界の科学技術の発
展、各国との関係増進、国際社会の平和と安定
及び地球規模課題の解決に貢献している。その
一例として、外務大臣科学技術顧問の活動を通
じた取組に力を入れている。

岸輝雄外務大臣科学技術顧問は、外務大臣の
活動を科学技術面で支え、各種外交政策の企
画・立案における科学技術の活用について外務
大臣及び関係部局に助言を行う役割を担ってい
る。また、内外の科学技術分野の関係者との連
携強化を図りながら、日本の科学技術力につい

北極サークルにおける河野外務大臣の基調講演 
（10月19日、アイスランド・レイキャビク）
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ての対外発信にも取り組んでいる。
2018年には、岸外務大臣科学技術顧問を座

長とする「科学技術外交推進会議」及びスタ
ディ・グループ会合を開催した。その結果、3
月には、科学技術外交推進会議の下で北極域で
の科学的知見の活用に向けた提言を、5月には、
SDGs達成のための科学技術イノベーション

（STI）とその手段としてのSTIロードマップに
関する提言を、岸顧問から中根外務副大臣に提
出した。

6月には、岸顧問は第3回国連STIフォーラ
ム5にパネリストとして登壇し、STIロードマッ
プに関する提言や、2017年に作成したSDGs
実施に向けた「未来への提言」に基づき日本の
取組を発信し、STIロードマップを各国が作成
することを提唱した。

また、岸顧問は、日本の優れた科学技術力に
ついて発信を高めるべく、内閣府と外務省の連
携による科学技術・イノベーションの対外発信
事業6を推進している。11月に同事業をカター
ルで実施し、今後の連携可能性等についてカ
タールの関係機関・研究者らと議論した。

さらに、岸顧問は米国、英国、ニュージーラ
ンド等の各政府の科学技術顧問と共に各種国際
会議に出席して意見交換を行いネットワークの
構築・強化に努めているほか、国内外での各種
フォーラム等で、日本の科学技術外交の取組に
ついて広く発信している。11月に日本で開催
された「外務大臣科学技術顧問ネットワーク」

（FMSTAN）及び「政府に対する科学的助言に
関する国際ネットワーク」（INGSA）に出席し、
日本の科学技術外交の取組について講演した。
また、外務省内の知見向上のため、科学技術外

5	 SDGsのためのSTIに関するマルチステークホルダー・フォーラム。2018年6月5日・6日にニューヨークの国連本部にて開催された。
6	 将来の国際協力や日本の研究開発成果の国際展開の布石とするため、内閣府（総合科学技術・イノベーション会議）が司令塔機能を発揮し、省庁・

分野横断的な11の課題において産学連携により基礎研究から実用化・事業化までを見据えて一気通貫で研究開発を促進する「戦略的イノベーショ
ン創造プログラム（SIP）」について、外務省（在外公館）との連携により、諸外国に向けて紹介する事業（通称「SIPキャラバン」）

7	 日ソ科学技術協力協定をカザフスタン、キルギス、ウズベキスタン、アルメニア、ジョージア、ウクライナ、ベラルーシ、モルドバ、トルクメニ
スタン、タジキスタンが各々異なる年月日に承継。日チェコスロバキア科学技術協力取極を1993年にチェコ及びスロバキアが各々承継。日ユー
ゴスラビア科学技術協力協定をクロアチア、スロベニア、マケドニア（国名は当時）、セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロが各々
異なる年月日に承継

交セミナーも定期的に開催している。
日本は32の科学技術協力協定を締結してお

り、これらは現在、46か国及びEUとの間で
適用され7、協定に基づき定期的に合同委員会を
開催して政府間対話を行っている。2018年は、
チェコ、イスラエル、スイス、ニュージーラン
ド、ルーマニア、ロシア、シンガポール、ノル
ウェー、中国及びスウェーデンとの間でそれぞ
れ合同委員会を開催し、関係省庁等も出席の
下、多様な分野における協力の現状、今後の方
向性などを協議し、科学技術交流の促進に寄与
した。

多国間協力では、旧ソ連の大量破壊兵器研究
者の平和目的研究を支援する国際科学技術セン
ター（ISTC）の理事国として、米国及びEUと
協力し、中央アジア諸国を中心に支援を行って
いるほか、核融合エネルギーの科学的・技術的
な実現可能性を実証するイーター計画に参画し
ている。

政府に対する科学的助言に関する国際ネットワーク
（INGSA）（11月6日～7日、東京）
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国連外交について大学で教
きょう

鞭
べん

を執っていた私は、2017年の夏、
ニューヨークの国連日本政府代表部大使・次席常駐代表として赴任し
ました。2018年6月5日・6日には、「第3回国連STIフォーラム※」
が国連本部で開催され、メキシコのサンドバル大使・次席常駐代表と
共に共同議長を務める機会を得ました。STIフォーラムは、政府、科
学者、産業界、市民社会、起業家等が集まり、国連が策定した持続可
能な開発目標（SDGs）の達成に向けて科学技術・イノベーション

（STI）の活用促進について議論するフォーラムです。
なぜ、今、STIなのでしょうか。2015年に国連で採択されたSDGs

は、「誰一人取り残さない」をスローガンに、2030年までに持続可能な社会を目指す世界のマス
タープランです。STIはこのSDGsを達成する上で、有限のリソースを最適化し拡大を図る「切り札」
となり得ます。例えば、電気。今も世界の約20％の人々が電気のない生活を送っていると言われま
す。こうした地域で使われている照明用の薪

まき
や灯油ランプに代わり、村に点在するキオスクに太陽

光パネルを置き、少ない電力で長時間の照明が可能なLEDランタンを貸し出す取組が行われていま
す。明るい電灯が灯

とも
ったことで、子供たちが薪を取りに行く負担が減り、家庭では子供の教育時間

や生活時間が確保されました。街では地域住民による新たなビジネス展開の道が開けました。まさ
に科学技術の力が、人々の生活に「火を灯し」、生活の質を改善させたのです。

このように、科学技術は持続可能な社会の実現に役立つものです。しかし「STI for SDGs」は、
まだ多くの人々にとって身近な存在とは言えません。科学技術立国たる日本が貢献できることは多
くあります。STIフォーラムの共同議長として私が目指したのは、日本がリーダーシップを発揮しな
がら、具体的かつ行動志向のフォーラムとすることでした。

日本は人間中心の未来社会像「S
ソ サ エ テ ィ
ociety 5.0」を提唱し、STIを活用した社会課題解決に取り組ん

でいますが、世界中の国々がそれぞれの事情に合わせて、SDGs達成の取組を策定し、国家戦略に組
み入れていくことが重要です。しかし、各国やステークホルダーがばらばらに行っていては非効率で
す。誰もが迷わず、同じ目的地へと向かうロードマップ（工程表）が存在すれば、進行状況や成果を
皆で共有し、体系的な取組ができるはず。この考えの下、各界から約1,000人が参加した第3回STI
フォーラムでは、SDGsの更なる進展に向けたプロセスとして、岸輝雄外務大臣科学技術顧問等から、
各国等がSTIの活用方策を可視化する「STIロードマップ」を策定することが提案され、多くの支持

を得ました。国際社会がまさに日本の知的リーダーシッ
プを必要としていることを実感しました。

このロードマップ作成に当たっては、日本が他国に先
駆けて道筋を示し、2019年に開催されるG20大阪サ
ミット（金融・世界経済に関する首脳会合）や第7回ア
フリカ開発会議（TICAD7）を見据えた国際貢献へとつ
なげていくことを期待しています。「STI for SDGs」を
地球規模に拡大し、「誰一人取り残さない」世界を実現す
るために、日本が果たすべき役割は大きいのです。

※　持続可能な開発目標（SDGs）のための科学技術イノベーション（STI）に関するマルチステークホルダー・フォーラム

コラム 科学技術イノベーションを通じたSDGsの達成 
～第3回国連STIフォーラムの共同議長として～

国際連合日本政府代表部大使・次席常駐代表　星野俊也

第3回国連STIフォーラム
（6月5～6日、米国・ニューヨーク）
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